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（3人以上、会社法 118 条 1 項）、監査役会に従業員出身の監査役を選出しなければならず、そ


























国有独資会社 強制 強制、従業員の比率が 3分の 1以上
有限責任会社 任意 強制、従業員の比率が 3分の 1以上
























る（共同決定法 7条 1項 1号）。従業員数 1000 人以上 2000 人未満の会社は、8名ずつの株主代
表と従業員代表から合計16名の構成員からなる（同1項 2号）。従業員2000人以上の会社は監


























































べきである（日本会社法 343 条 4 項、309 条 2 項 7 号、324 条 2 項 5 号、345 条 4 項を参照）。
　監査役の資格について、中国では、一定の欠格事由と取締役、上級管理者、財務責任者との


































































































多く 26.67% であり、2名の会社が 17.50％という17）。
　また、従業員出身の監査役は会社の従業員が民主的な選挙により選出するとされる（中国会




































































従業員が 1000 人未満の会社では 12名、従業員が 2000 人以下の会社では 16名、従業員が 2000 人超の
会社では 20 名と定められる。12 名からなる監査役会では、6名の従業員代表のうち、4名はその会社
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の従業員（会社内部）であり、2 名は労働組合の代表者（会社外部）である（共同決定法 7 条 2 項 1
号）。16 名の監査役会では、8名の従業員代表のうち 6名は従業員であり、2名は労働組合の代表者で
あると定める。監査役会構成員が 20 名の場合、従業員代表は 10 人となるが、そのうち 7人が当該会
社の従業員、3人が労働組合の代表となる（共同決定法 7条 2項 3号）。ドイツにおける監査役会の規
模と構成の詳細については、高橋英治著『ドイツ会社法概説』（有斐閣、2012 年）167 頁以降参照。














1330 号（2007 年）46 頁以降。また、共同決定制度に対する批判でよく取り上げられるのは監査役会
の規模である。たとえば、2000人を超える労働者を雇用する会社では監査役会のメンバーは20人にな
り、この場合では 10 人対 10 人という労資対等な共同決定方式であるが、20 人は多すぎるとの経営者
側の意見が強い。同志社大学監査制度研究会と関西支部監査実務研究会との共同研究会「監査役制度
を巡る諸問題について―ドイツ法及び EU法からのアプローチ―」（2011 年 7 月 29 日）3頁。
8） 吉森野「ドイツにおける会社統治制度」横浜経営研究第 XV巻第 3号（1994 年）15 頁。
9） 田川克生・望月恒男「コーポレート。ガバナンス研究～経営管理・管理会計の視点を中心として～」愛
知大学経営総合科学 95 号（2010 年）4頁。
10） この点に関し、梅慎実『現代会社機関権力構造論』（修訂版）（中国政法大学出版社、2000 年）519 頁。
11） 新会社法の下では、監査役が当該子会社の会計参与、執行役を兼ねることができないと定める。




ガバナンス原則委員会の提案について―」大阪学院大学法学研究 26 巻 2 号（2000 年）283 頁。
14） 北村雅史 ｢コーポレート ･ガバナンスに関する商法改正問題｣ 商事法務 1477 号（1997 年）4頁以降。
15） 江頭憲次郎『株式会社法第 6版』（有斐閣、2015 年）524 頁。
16） 北沢正啓 ｢監査役会の法定｣ 民商法雑誌 108 巻 4、5 号（1993 年）85 頁。
17） 2011 年上場会社各社の『年次報告書』による。
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